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1. 施設経営法人 

(1) 法 人 名 ： 社会福祉法人 永山会 

(2) 法 人 所 在 地 ： 京都府京都市伏見区下鳥羽但馬町１５０番地 

(3) 電 話 番 号 ： ０７５－６０５－１０２６ 

(4) 代 表 者 氏 名 ： 理事長 津田 知宏 

(5) 設 立 年 月 ： 平成６年１１月８日 

 
2. 施設の概要 

(1) 施 設 の 種 類 ： 指定介護老人福祉施設 平成１２年４月１日指定 

（京都府指令２０介事第９４号 平成１２年４月１日指定） 

(2) 施 設 の 目 的 ： 指定介護老人福祉施設は、介護保険法令に従い、利用

者が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生

活を営むことができるように支援することを目的とし

て、利用者に、日常生活を営むために必要な居室および

共用施設等をご利用いただき、介護福祉施設サービスを

提供します。 

この施設は、身体上又は精神上著しい障害があるため

に常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受

けることが困難な方がご利用いただけます。 

(3) 施 設 の 名 称 ： 特別養護老人ホーム そせい苑 

(4) 施 設 の 所 在 地 ： 京都市伏見区下鳥羽但馬町１５０番地 

(5) 電 話 番 号 

ＦＡＸ 番 号 

： 

： 

０７５－６０５－１０２６ 

０７５－６０５－１０２９ 

(6) 施設長（管理者） ： 星川 光 

(7) 施設の運営方針 ： 法人理念「明るく、楽しく、美しく」 

みなさまが、楽しく健やかに生活していただけるよ

う、温もりのある暖かな雰囲気作りを心がけておりま

す。 

(8) 開 設 年 月 ： 平成７年１２月１２日 

(9) 入 所 定 員 ： ５０名 

(10) 入所受入方針 ： 京都市介護老人福祉施設入所指針に基づき、当施設の

入所判定委員会において決定された優先入所該当者か

ら当施設の状況を鑑みながら決定します。なお、緊急の

場合はこの限りではありません。 
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3. 居室の概要 

居 室 等 の 概 要 ： 当施設では次の表のように、居室・設備をご用意してい

ます。入居される居室は、原則として４人部屋です。 

 

居室・設備の種類 室  数 

個室（トイレ付）  ２室 

２人部屋  ２室 

４人部屋 １２室 

合 計 １６室 
 

食堂（２Ｆ、３Ｆ）  ２室 

機能回復訓練室  １室 

医務室  １室 

浴室（一般浴、リフト浴、特殊浴）  ２室 

トイレ 各階１箇所 

 

＊ 上記は厚生省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務づけられ

ている施設・設備です。この施設・設備の利用にあったて、利用者に特別にご負

担いただく費用はございません。 

＊ 居 室 等 の 概 要 ： 利用者から居室変更の申し出があった場合は、居室の

空き状況により施設でその可否を決定します。また、

利用者の心身の状況により居室を変更する場合があ

ります。その際には、利用者や家族等と協議の上決定

するものとします。 
 
  



-3- 

 

4. 職員の配置状況 

当施設では、利用者に対して指定介護老人福祉サービスを提供する職員として、以下の

職種の職員を配置しています。 
≪主な職員の配置状況≫  ※職員の配置については、指定基準を満たしています。 

令和４年４月（現在） 
職 種 員 数 職務内容 

管理者 1名以上（短期入所生活介護施設と兼務） 
当該事業所職員の管理、業務の管理を一元的に行うとともに、職員に事業
に関する法令等の規程を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

医師 1名以上 入所者に対しの健康管理及び療養上の指導を行う。 

生活相談員 1名以上（短期入所生活介護施設と兼務） 
入所者及び家族等からの相談に応じるとともに必要な助言その他の援助を
行う。 

介護職員 
看護職員 

介護：18名以上（短期入所生活介護施設と兼務） 
看護：2名以上（短期入所生活介護施設と兼務） 

介護職員は、入所者の入浴、食事等の介助及び援助を行う。 
看護職員は、入所者の日々の健康状態のチェック、保健衛生上の指導や看
護を行う。 

管理栄養士 1名以上（短期入所生活介護施設と兼務） 入所者に対し、適切な栄養管理を行う。 

機能訓練指導員 1名以上（短期入所生活介護施設と兼務） 入所者の日常生活上の機能訓練を行う。 

介護支援専門員 1名以上（短期入所生活介護施設と兼務） 
施設サービス計画の作成や変更のほか、入所者の入退所に関して必要な援
助等を行う。 

 

≪主な職種の勤務体系≫ 

職   種 勤  務  体  系 

(1) 施設長 （日勤） ８：３０～１７：３０ 

(2) 介護職員 

標準的な時間帯における最低配置人員 
（日勤） ６：３０～２２：００ 

➫ この内の８時間勤務 
（夜勤）２１：４５～ ６：４５ 

(3) 生活相談員 （日勤） ８：３０～１７：３０ 

(4) 看護職員 （日勤） ８：３０～１７：３０ 

(5) 機能訓練指導員 （日勤） ８：３０～１７：３０ 

(6) 介護支援専門員 （日勤） ８：３０～１７：３０ 

(7) 医   師 （毎週月・金）１３：３０～１６：３０ 

(8) 管理栄養士 （日勤） ８：３０～１７：３０ 
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5. 当施設が提供するサービスの概要 

当施設では、利用者に対して以下のサービス提供をします。 

(1) 介護保険給付対象サービス 

入所サービス計画（ケアプラン）に基づき、介護計画を作成しサービスを提供いた

します。 

① 入所時のサービス 

・ 入所当初に施設生活に慣れていただくために、様々な支援を行います。 

 

② 食事介助及び栄養管理 

・ 管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに入所者の身体状況および嗜

好を考慮した食事を提供します。 

・ 入所者の状態に応じた適切な栄養ケア計画を作成します。 

・ 食事の準備・介助を行います。 

・ 食材費用と調理コスト相当額については、実費負担になります。 

・ 入所者の自立支援のため離床して、食事をとっていただくことを原則とし

ています。 

食事時間（朝食）８：００～（昼食）１２：００～（夕食）１８：００～ 

※ 食事時間については、利用者様の体調及びご希望に応じて随時検討させ

ていただきます。また食事の場所についても同様にさせていただきます。 

 

③ 排泄介助 

・ 排泄の自立を促すため、入所者の身体能力を最大限活用して援助をします。 

 

④ 入浴介助 

・ 入浴または、清拭を週２回以上行います 

・ 寝たきりでも、特殊浴槽を使用して入浴できるように準備しています。 

・ 体調あるいは入浴拒否により入浴出来ないこともあります。無理強いは出

来ませんのでご了承ください。 

 

⑤ 健康管理 

・ 医師や看護職員が、健康管理を行います。 

・ 入所時、健診および定期健診（１回／年），歯科検診を受けていただきます。 

・ 薬は、施設内の医務室で管理します。 

 

⑥ 機能訓練 

・ 入所者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能訓練を行

います。また、心身等の状況が、減退することを防止するための生活リハ

ビリを訓練として実施します。 

⑦ その他、自立への支援 

・ 寝たきり防止のために、できる限り離床に配慮します。 
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・ 生活のリズムを整えていきます。 

・ 清潔で快適な生活が送れるように援助します。 

・ 適切な整容が行われるように援助します。 

・ 地域の行事などへの参加や外出の機会などを確保します。 

 

⑧ ターミナルケア 

・ 看取りに関する指針に基づき、入所者，家族の意向を尊重し、同意を取り

ながらケアをします。 

・ 医師，看護師，その他職員と２４時間の連絡体制をとり支援します。 

 

(2) 介護保険給付対象外サービス 

① 食事の提供に要する費用（ 朝食：400円  昼食：550円  夕食：495円 ） 

・ 入所者に提供する食事に係る費用（食材費，調理費）です。 

・ 実費相当額の範囲内で負担していただきます。 

・ 介護負担限度額認定証の発行を受けている方は、認定証に記載された食費

の金額（1日あたり）の負担となります。 

 

② 居住に要する費用 

・ 実費相当額の範囲内で負担していただきます。 

・ 介護負担限度額認定証の発行を受けている方は、認定証に記載された食費

の金額（1日あたり）の負担となります。 

・ 外泊，入院等で居室を空けて置く場合は、居住費を６日間（最大１２日間）

ご負担いただきます。 

 

③ おやつ代（100円） ＊希望者のみ 

 

④ 理美容（実費） 

 

⑤ レクリエーション，クラブ，行事 に要する費用（講師代，材料費代） 

・ 入所者のご希望によりレクリエーションやクラブ、行事に参加していただ

けます。 

・ 契約時にクラブ参加の有無を確認させていただきますが、その後もクラブ

参加の内容変更を受け付けています。 

 

⑥ 電気代（1品につき 50円／日） 

・ 入所者の居室で使用される電化製品（テレビ，冷蔵庫，電気毛布等）につ

きましては所定の料金をいただきます。 

・ 各部屋最大１，５００ｗまでです。 

 

 



-6- 

 

⑦ 複写代（10円／枚） 

・ 入所者は、サービス提供の記録を閲覧できますが、複写物を必要とする場

合は実費をご負担いただきます。 

 

⑧ 証明書の発行（3,000円） 

・ 入所者の求めに応じて、証明書の発行やサイン，捺印が必要な場合にいた

だきます。 

・ 領収書の再発行時に費用をいただきます。 

 

⑨ その他 

・ 入所者が負担することが適当であると思われる費用 

・ 入所者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に契約終了日から、現

実に居室を明け渡された日までの期間に係る料金 

※ １日：居室料金（１００％）の最高額をいただきます。 

  



-7- 

 

6. 利用料金 

(1) 次の料金表により、入所者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付

額を除いた金額（１割，２割（平成２７年８月より），３割（平成３０年８月より））と食事

に係る標準自己負担額の合計金額をお支払い下さい。 

（サービスの利用料金は、利用者の要介護度に応じて異なります。） 

＊ 介護保険からの給付額、要介護度に変更があった場合、入所者の自己負担額も変更

されます。 

 

(2) 介護保険負担限度額認定 

食費と居住費には段階によって補足給付(特定利用者介護サービス費)の対象とな

り負担限度額が以下のようになります。 

利用者負担段階 居 住 費 食 費 

第１段階   ０円   ３００円 

第２段階 ４３０円   ３９０円 

第３段階① ４３０円   ６５０円 

第３段階② ４３０円 １，３６０円 

第４段階 ９１５円 １，４４５円 

 

(3) 社会福祉法人による利用者負担軽減制度 

老齢福祉年金受給者や市民税が世帯非課税である方などで生計の困難な方が対象

です。 

 

(4) 高額介護サービス費 

同一世帯における利用料が次の自己負担限度額(月額で食費・居住費などを除いた

もの)を超えた場合は、超えた分が高額介護サービス費として払い戻されます。ま

た、施設で代理請求する受領委任払いもご利用頂けます。 

利用者負担限度額 自己負担限度額(月額) 

生活保護を受給している方等 １５，０００円（世帯） 

前年の公的年金等収入金額 ＋ 

その他の合計所得金額の合計が８０万円以下の方 

１５．０００円（個人） 

２４，６００円（世帯） 

世帯の全員が市町村民税 非課税の方 ２４，６００円（世帯） 

市町村民税 課税 ～ 

課税所得３８０万円（年収約７７０万円）未満 
４４，４００円（世帯） 

課税所得３８０万円（年収約７７０万円）～ 

課税所得６９０万円（年収約１，１６０万円）未満 
９３，０００円（世帯） 
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(5) その他 介護保険給付サービス加算 
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(6) 合計金額 ＊加算変動が生じることがございます。 
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(7) 利用料金のお支払い方法 

料金・費用は、１ヶ月毎に計算し、口座引落としになります。（１ヶ月に満たない

期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。） 

株式会社セディナより金融機関等の口座からの自動引き落としとなります。 

（引き落とし手数料自己負担） 

何らかの不備により口座からの自動引き落としが不可能な場合、窓口・当施設指

定口座への振込となります 
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7. サービス計画の作成 

(1) 施設サービス計画の作成もしくは、変更に関する業務を介護支援専門員が担当しま

す。 

 

(2) 施設サービス計画の作成もしくは変更に当たっては、適切な方法により入所者につ

いて“有する能力”“置かれている環境”等の評価を行う。 

また、その評価を通じて、入所者が希望する生活を送るために、抱かれているニー

ズを明らかにし、自律した日常生活を営むことができるように課題の抽出，計画の

変更を行います。 

 

(3) 入所者および家族の希望 

入所者について把握された課題に基づき、入所者に対するサービス提供にあたる職

員（複数）と協議した上で留意すべき事項等を記載した施設サービス計画の変更お

よび原案を作成します。 

 

(4) 施設サービス計画もしくは、変更原案を入所者に対して説明,同意を得ます。 

 

(5) 施設サービス計画の作成後においても、サービス提供にあたる職員（複数）との連

携を継続し、施設サービス計画の実施状況を把握します。 

入所者の生活課題の把握を行い、必要に応じて施設サービス計画の変更を行います。 
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8. 施設利用の注意事項 

当施設のご利用に当たって、施設に入所されている利用者の共同生活の場としての快

適性、安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

(1) 持ち込みの制限 

・ 入所にあたり、以下のものは原則として持ち込むことができません。 

 生もの（お刺身，ケーキ等）、ペット、危険物（刃物等）、高額なもの、その

他に他の入所者のご迷惑となるもの。 

・ 食事療法等を行っている方もいらっしゃいますので他の入所者へのお心遣い

はご遠慮下さい。 

・ テレビ、ラジオは持ち込み可能ですが、他の利用者の迷惑にならないようイヤ

ホンを使用して下さい。 

＊ その他の電気製品等の持ち込みこみについてはご相談下さい。 

・ 入所者の金銭管理や金額の把握は出来ません。紛失した場合も一切責任がおえ

ません。万一の紛失時に備えて、衣類・生活用品等の持ち物には、全て名前を

油性のマジックや刺繍等で記入して下さい。 

 

(2) 面会 

・ 面会時間  ９：００～１９：００ 

＊ 来苑時は、事務所にて必ず面会簿にご記入下さい。 

 

(3) 外出、外泊 

・ 体調によっては外出、外泊出来ない場合があります。 

・ 外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

・ 記入していただく書類があります。 

＊ 外泊については、最長で月７日間（外出日、帰苑日を含む）とさせていた

だきます。 

＊ 付き添いのいない外出は安全上、認められません。 

 

(4) 食事 

・ 食事が不要な場合は、お申し出下さい。 

 

(5) 施設・設備の使用上の注意 

・ 居室および共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

・ 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を

壊したり、汚したりした場合には、入所者の自己負担により現状に復していた

だくか、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

・ 入所者に対するサービスの実施および安全衛生上の管理の必要があると認め

られる場合には、入所者の居室内に立ち入り、必要な措置をとることができる

ものとします。 

＊ ご本人のプライバシー等の保護について、十分配慮を行います。 
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・ 他の入所者や当施設の職員に対し、宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷

惑を及ぼすような行為を禁止とします。 

 

(6) 喫煙・飲酒 

・ 施設内全館禁煙となっております。 

・ 飲酒については入所後ご利用者の身体状況を含め検討させていただきます。 

＊ 医師の確認を必要とします。 

 

 

9. ケガ、病気について 

(1) 介護に際して職員は細心の注意をはらっていますが、予測し得ない事故が起こるこ

とがあります。そのような場合責任は負えません。 

例） ① 歩行できない人がベッドから降りようとして転落する。 

② 少しの段差により転倒し骨折する。 

③ 状態に合った食事を提供しているにも関わらず、喉に詰まるなど誤嚥

する。 

 

(2) 集団生活上、風邪等の感染の問題が起こり得ます。その際面会中止とさせて頂く場

合がございます。 

 

(3) 残存機能を維持し、レベルアップをはかるため個別のプログラムを立て援助を行い

ますが、加齢に伴い家族の希望に添えないような機能低下や認知症状が発生するこ

ともあります。 
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10. 入所中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、入所者の希望により、下記協力医療機関において診療や入

院治療を受けることができます。 

（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保障するものではありません。ま

た、下記医療機関での診療・入院治療を義務づけるものではありません。） 

他の病院を受診する場合は家族の送迎、付き添いを必要とします。その場合で病院よ

り投薬を受けた場合は必ず、施設内の医務室にご持参下さい。 

［ 協力医療機関・協力歯科医療機関 ］ 

・ 医療機関の名称 

所 在 地 

電 話 番 号 

：宇 治 徳 洲 会 病 院 

：京都府宇治市槙島町石橋１４５ 

：０７７４－２０－１１１１ 

・ 医療機関の名称 

所 在 地 

電 話 番 号 

：伏 見 桃 山 総 合 病 院 

：京都府京都市伏見区下油掛町８９５  

：０７５－６２１－１１１１ 

・ 医療機関の名称 

所 在 地 

電 話 番 号 

：大 島 病 院 

：京都府京都市伏見区桃山町泰長老１１５ 

：０７５－６２２-０７０１ 

・ 医療機関の名称 

所 在 地 

電 話 番 号 

：松 山 医 院 

：京都市伏見区久我東町１-５５  

：０７５－９３２－０６０１ 

・ 医療機関の名称 

所 在 地 

電 話 番 号 

：谷 歯 科 医 院 

：京都府宇治市下居５番地 谷ビル１階 

：０７７４－２３－５５５３ 

 

 

11. 緊急時の対応 

(1) ２４時間緊急連絡体制により対応しております。 

 

(2) 入所者の体調不良・容態に変化等があった場合は、速やかにあらかじめ事業所が定

めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な対応を図ります。 

 

(3) 入所者の体調不良・容態に変化等があった場合は、日中は介護・看護により、夜間

は看護・医療に連絡する等必要な処置を講ずる他、主介護者（代理者）へ速やかに

連絡します。 
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12. 契約の終了（施設退所）について 

(1) 当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のよ

うな事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのよ

うな事由に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、利用者に退所し

ていただくことになります。 

① 介護認定で入所者の心身の状況が自立・要支援・要介護①②と判定された場合。 

（利用者が平成２７年３月３１日以前から苑に入所している場合、本号は適用

されません。但し、特例入所の対象となる場合はその限りではない） 

② 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により苑

を閉鎖した場合。 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

④ 苑が介護保険の指定取り消された場合、又は指定を辞退した場合。 

⑤ 利用者から退所の申し出があった場合。（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑥ 事業者から退所の申し出があった場合。（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

(2) 入所者からの退所の申し出（契約解除） 

契約の有効期間であっても、入所者からの退所を申し出ることができます。その場

合には、退所を希望する日の７日前までに解約届け出書をご提出下さい。 

以下の場合には、即座に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 施設の運営規定の変更に同意できない場合 

③ 入所者が入院された場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施

設サービスを実施しない場合。 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の身体・財物・信

用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を契約しがたい重大な事情

が認められる場合。 

 

⑦ 他の入所者が本人の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ

がある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合。 

 

(3) 事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除） 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

① 入所者が、契約締結時にその心身の状況および病歴等の重要事項について故意

にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大

な事情を生じさせた場合。 

② 入所者のサービス料金の支払いが正当な理由なく３ヶ月以上遅延し、料金を支

払うよう催促したにもかかわらず３０日間以内に支払われない場合。 

③ 入所者が、故意又は重大な過失により事業者またはサービス従事者もしくは他
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の入所者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行う

ことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。 

④ 入所者が連続して、３ヶ月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合も

しくは入院した場合。 

⑤ 入所者が他の介護保健施設に入所した場合。 

 

(4) 円滑な退所のための援助 

入所者が当施設を退所する場合には、入所者の希望により、事業者は入所者の心身

の状況おかれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を利用

者に対して速やかに行います。 

① 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設などの紹介 

② 居宅介護支援事業者の紹介 

③ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

(5) 利用者が病院などに入院された場合の対応について 

当施設を入所中に、医療機関への入院された場合の対応は、以下の通りです。 

入院の場合、居室は空床として利用させて頂く場合があります。 

① ３ヶ月以内の入院の場合 

３ヶ月以内に退院された場合は、退院後再び施設に入所することができます。 

但し、入院期間中であっても、所定の利用料金（自己負担額・管理委任契約手

数料）をご負担いただきます。 

② ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。 
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13. 非常災害対策について 

(1) 非常災害に備えて“消防計画”“風水害”“地震”等の災害に対する具体的な計画を

作成し、防火管理者または火気，消防等についての責任者を定めています。 

防火管理者：苑長 星川 光 

(2) 施設では定期的（２回／年以上）に“避難”“消防”“救護”その他必要な訓練を行

います。 ＊ 昼間想定：１回  夜間想定：１回 

(3) 地震，水害については、別途定める“地震，風水害マニュアル”に基づき、迅速に

入所者の安全確保を行います。 

(4) 非常災害の際にその事業が継続できるよう、他の社会福祉施設などの連携および協

力を行う体制を構築するよう努めます。 

(5) 訓練の実施にあたっては、地域住民の参加が得られるように連携に努めます。 

 

14. 業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害発生時において、入所者に対し事業所の提供を継続的に実施およ

び、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下“業務継続計画”とい

う）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じています。 

(2) 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修および訓練を定

期的に実施します。 

(3) 定期的に事業継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行って

います。 

 

15. 秘密保持について 

(1) 職員は、正当な理由なく、事実上知り得た入所者および入所者家族の秘密を洩らし

ません。 

(2) 事業者は、入所者および入所者家族の秘密を洩らさないため必要な措置を講じます。 

(3) 事業所の職員であった者に、業務上知り得た入所者および入所者家族の秘密を保持

すべき旨を、職員との雇用契約の内容とします。 

(4) 指定居宅支援事業所に対して、入所者に関する情報を提供する際には、あらかじめ

文章により入所者の同意を得ます。 

 

 

16. 衛生管理について 

(1) 入所者が使用する食器その他の設備または飲用に供する水について、衛生的な管理

に努めます。 

(2) 入所者が使用する食器その他の設備または飲用に供する水について、衛生上必要な

措置を講じます。 

(3) 医薬品および医療用器具の管理を適切に行います。 

 

 

 



-22- 

 

17. 感染症対策について 

(1) 感染症が発生、または、まん延しないように必要な措置を講じます。 

(2) 感染症の予防および、まん延防止のための対策を検討する委員会を毎月開催すると

ともに、その結果について、職員に周知徹底を図ります。 

(3) 感染症の予防および、まん延防止のための指針を整備します。 

(4) 職員に対して、感染症の予防および、まん延防止のための研修，訓練を定期的に実

施します。 

(5) 感染症が発生した際に事業が継続できるように、他の社会福祉施設などと連携およ

び協力体制を構築できるように努めます。 

 

18. 地域との連携について 

(1) 事業所の運営に当たって、地域住民やその自発的な活動等と連携および協力を行う

など、地域交流に努めます。 

(2) 事業所が地域に密着し、地域に開かれたものするために努めます。 

 

19. 事故発生時の対応 

(1) 事業所における事故発生またはその発生を防止するために必要な措置を講じます。 

(2) 入所者に対するサービスの提供により自己が発生した場合は、速やかに入所者家族

および、京都府，市町村，関係機関等に連絡を行い、必要な措置を講じます。 

(3) 当施設において、事業者の責任により入所者に生じた損害について、事業者はその

損害を補償します。 ＊ 守秘義務に違反した場合も同様とする。 

ただし、その損害の発生について入所者に故意または、過失が認められる場合は、

入所者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害

賠償額を減じる場合があります。 

 

20. 個人情報保護 

(1) 事業所は入所者の個人情報について“個人情報の保護に関する法律”および、厚生

労働省が策定した“医療，介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのた

めのガイダンス”を遵守し、適切な取り扱いに努めます。 

(2) 入所者および、入所者家族等の孤児情報については、次に記載の通り必要最小限の

範囲内で使用します。 

(3) 使用期間：施設サービス提供に必要な期間および、契約期間に準じます。 

(4) 使用目的 

① 介護保険における介護認定の申請および、更新，変更のため。 

② 医療機関，福祉事業所，介護支援専門員，介護サービス事業所，自治体（保険

者），その他、社会福祉団体との連絡調整のため。 

③ 入所者が、医療サービスの利用を希望している場合および、主治医等の意見を

求める必要性がある場合。 

④ 行政の開催する評価会議 

⑤ 上記各号に関わらず、救急を要する時の連絡等の場合。 
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(5) 使用範囲 

① 入所者が関係する保険医療 ② 福祉サービス事業者のすべて 

③ 行政等監査機関 ④ 第３者評価機関 

⑤ 緊急性の高い時  

 

(6) 条件 

① 個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外、決して利

用しない。 

② 入所者とのサービスに関わる契約の締結前からサービス終了後においても、第

３者に洩らさない 

③ 個人情報を使用した会議のない湯王や相手方等について経過を記録し、請求が

あれば開示する。 
 

21. 記録の整備 

(1) 事業所は、職員，設備，備品，会計に関する記録を整備します。 

(2) 入所者に対する介護等の提供に関する記録を整備し、求められれば記録の開示を行

います。 

(3) 京都市の命により、完結の日から５年間保存します。 
 

22. 身体拘束の禁止 

(1) 身体拘束は、入所者の生活の自由を制限することであり、入所者の尊厳ある生活を

阻むものである。事業所ではご入所者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当

化することなく、職員一人ひとりが身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止に向け

た意識をもち、身体拘束をしないケアの実施に努める。 

(2) 事業所においては、原則として身体拘束等を禁止する。 

(3) 事業所に身体拘束を適性化することを目的として身体拘束適性化委員会を設置す

る。 

① 委員会は、多職種にて構成し、選任された職員から委員長を選任する。 

② 委員会は、3ヵ月１回の定例開催及び委員長の判断による臨時会を開催する。 

(4) 虐待・身体拘束についての研修会を、法人において年２回の実施とともに、新規採

用時にも研修を実施する。 

(5) 事業所内で発生した身体拘束等は、所定の報告書を作成し、委員会へ報告する。 

(6) 本人又は他の入居者の生命又は身体を保護するための措置として、緊急やむを得ず

身体拘束を行う場合は、切迫性・非代替性・一時性の 3要件の全てを満たした場合

のみ、本人・家族への説明同意を得て行う。 

また、身体拘束を行った場合は医師をはじめ身体拘束適正化委員担当者を中心に十

分な観察を行うとともに、その行う処遇の質の評価及び経過記録を行い、できるだ

け早期に拘束を介助すべく努力をする。 

(7) 身体拘束廃止マニュアルを閲覧できる場所に設置する。 
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23. 虐待防止 

(1) 事業所は、入所者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

① 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

② 入所者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

③ その他虐待防止のために必要な措置 

 

(2) 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（入所者の家族等高齢

者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速

やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

24. 暴力団の排除 

(1) 事業所は、事業活動により暴力団の活動を禁止します。 

 

(2) 事業所は、暴力団の運営に資することの無いように暴力団を排除し、入所者が安心

してサービスの利用ができる環境を整備します。 

 

25. 苦情受付 

(1) 当施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

また、ご意見ボックスを１Ｆ受付前、２・３階寮母室前に設置しています。 

 

(2) 行政機関のその他苦情受付機関 

苦 情 受 付 窓 口 片岡 重樹 （ 生活相談員 ） 075-605-1026 

苦 情 解 決 責 任 者 星川 光  （ 苑 長 ） 075-605-1026 

苦情解決統括責任者 宮川 哲子 （ 総苑長 ） 075-612-1100 

第 三 者 委 員 会 
寺田 次輝 

吉澤 英樹 

075-611-1937 

075-723-7063 

そ の 他 

伏見区役所保健福祉センター 

健康長寿推進課 
075-611-2278 

京都府国民健康保険団体連合会 075-354-9090 

京都市においてはお住まいの区の区役所支所福祉介護課 

他の市町村においては介護保険担当窓口 

 

 

 



-25- 

 

26. 施設サービス評価 

(1) 管理者は、自ら施設が提供するサービスの質について評価を行います。 

 

(2) 管理者は、サービス評価について、常に改善を図ります。 

 

27. 第三者評価の実施状況について 

(1) 実 施 の 有 無 ：実施 ・ 未実施 

(2) 実施した直近の年月日 ：令和３年６月２２日 

(3) 実 施 評 価 機 関 名 ：ＮＰＯ法人・カロア 

(4) 評価結果の開示状況 ：玄関 エントランスに開示している。 

 

28. 残置物について 

(1) 契約が終了した後、当施設に残された入所者の所持品（残置物）は、契約者に引き

取りまたは、処分をしてもらいます。 

 

(2) 当施設に委託される際は、実費での処分料がかかります。 

 

(3) 残置物は、２週間以内での引き取りをお願いします。 

 

  



 

 

 

年   月   日 

 

指定介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行い同意の上、本

書面を交付しました。 

 

 

特別養護老人ホーム そせい苑 

説明者 職 種  

   
 氏 名  ㊞ 

 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定介護福祉施設サービスの提供開始、

及び個人情報の使用に同意しました。所定の利用料金の支払いに同意し,本書面の交付を受けました。 

 

 

入居者   

住 所 〒 

 

 

 

 

氏 名  

 

 

 

 

 

㊞ 

 

 

契約者   

住 所 〒 

 

 

 

 

氏 名  

 

 

続柄（     ） 

 

㊞ 

 


